
 

平成 29 年（2017 年）度 第 6 回 災害時リハビリテーション支援研修会 報告 

 

「被災した頚髄損傷者への支援について」 

 

【主催】大阪府大規模災害リハビリテーション支援研究会 

【日時】2017 年 9月 30 日（土） 13 時から 15時 

【場所】大阪急性期総合医療センター 研修セミナー室 

【講師】藤見 聡 先生（大阪急性期総合医療センター 救急診療科 主任部長） 

    土岐 明子先生（大阪急性期総合医療センター リハビリテーション科副部長） 

【司会】冨岡 正雄（大阪府大規模災害リハビリテーション支援研究会会長、 

大阪 JRAT 事務局長、JRAT 近畿ブロック代表） 

【事務局】冨岡正雄、中野皓介  

【参加費】無料 

【参加者】受講者＋講師：36名 人工呼吸器機器メーカー2社  

 

藤見先生より、「知ってほしい！最新の災害医療体制」との題で、救急医療と災害医療の

接点、今後起こりうる可能性の高い南海トラフ巨大地震についてのお話があった。その後、

阪神淡路大震災がきっかけに発足した DMAT についての概略の説明があった。DMAT の役割と

しては、災害拠点病院に参集し、急性期においては広域医療搬送を行うことを重点とし、災

害現場で活動を行う。平成 28年度熊本地震においては、人口の 10％の人が避難生活を送る

こととなった。その観点から大阪府では 880 万人の人口において、88 万人が避難できる避

難所が必要となってくる。災害支援においては、東日本大震災や熊本地震をきっかけに DMAT、

JMAT、JRAT、DPAT 等をはじめ様々な支援団体が生まれている。今後の課題としては、それ

らの支援団体の組織をいかに機能的に動かすかという点であり、それらをまとめる組織が

今後必要となってくるというお話しであった。 

続いて、土岐先生より頚髄損傷の解剖学的説明や運動機能等についての話があった。上位

損傷者においては、人工呼吸管理を必要とし、感覚障害により褥瘡のリスクも高まることか

ら褥瘡予防や自律神経障害で血圧低下の防止で定期的な体位変換を必要とする。先生が担

当されている症例の方の生活についてもお話があった。Aさんは、日中部分的人工呼吸器を

使用し、夜間は完全に人工呼吸器を使用している。日中は訪問リハ訪問看護使用しながら、

ヘルパーとともに就労をしている（週 2回行政書士）。Bさんは、常時人工呼吸器を使用し、

基本的に、毎日ヘルパーの支援を必要としてヘルパーと外出するなど社会参加も積極的に

行っている。被災した場合に不安に思うことを土岐先生が Bさんに聞くと、「ベッドから車

いすへの移乗」「エレベーターが停止した際の屋外への脱出手段」「避難先」「避難先での生

活」「停電」とのことであった。頚損の方は、移乗リフトや電源が必要な呼吸器を使用して



いる。また公的制度を使ったヘルパーを利用されており、災害時にそれらの点をどうしてい

くのかを今後検討していく必要がある。 

呼吸器のレンタルなど取り扱っている２社からの説明があった。まずフィリップス社は

呼吸器を導入している患者にアンビューバッグを配っている。しかし、アンビューバッグを

使用できる家族を含め支援者が少ない。東日本大震災時は、発災時停電にて 3日間アンビュ

ーバックを継続せざるを得ない方もいた。メドトロニック株式会社は呼吸器を使用してい

る患者には 9時間持つ外部バッテリーを 2個ずつ配布している。内部バッテリーは 11 時間

持つことから、合計 40時間は停電後に対応可能である。 

総合討論では、藤見先生より呼吸器を使用している方は、停電時は、災害拠点病院等の医

療施設へ避難することを考えておく必要がある。最近では、自宅に発電機を置いたり、カセ

ットコンロのガスで発電できるものがあるが、まず避難することを考えていく必要がある。

発災時は、DMAT が在宅者の訪問をできるのは最短でも３日目以降となり、急性期の避難に

ついては、検討課題となる。土岐先生からは、発災時において患者は家で待っている方がよ

いのか、自宅は生活のしやすい環境設定を捨てて、避難所に行くのかが難しい選択となる。

東日本や熊本ではどうなったのかを今後調べ、南海トラフに備えていく必要がある。 

 

  

  

 


